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1　わが国における商学の認識
　《はじめに》本稿は，わが国における商学（商業学）の概念，体系，対象，領域などの問題に
っき，諸学者の見解を交通整理しながら，筆者の考え方を提起し，あわせて，先ごろ発表された
日本学術会議の調査をふまえて，大学の商学部における専門課程での商学の在り方に論及するこ
とを意図するものである。
　1．　商業学の先覚者と初期の概念
　（1）商業学の先覚者
　わが国で，商業学の名称が現実に用いられたのは，明治29年，当時わが国唯一の高等商業機関
であり，かつ，現今の一橋大学の前身である高等商業学校において，校長・小山健三の下に断行
された学科課程の改正に始ったとされている。すなわち，従来の「商業要項」と称された学科が
「商業学」と改められた。当時の商業学の内容は，商業通論と，銀行・保険・海運・鉄道・倉庫・
取引所の各論より成り，学校では下級で商業通論を課し，中級において各論を課し，もって上級
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）における商業実践に連絡させたのである。
　当時，明治から大正時代にかけて輩出した商学の先覚者としては，佐野善作博士，福田徳三博
士，渡辺鎮蔵博士，上田貞次郎博士，などの名をあげることができる。これら先覚者のあとを受
け，経営学とともに商業学の先駆的展開をした学者として，増地庸治郎博士，平井泰太郎博士，
向井鹿松博士，村本福松博士，福田敬太郎博士，林久吉博士などをあげることができる。次いで，
桐田尚作，上坂酉三，鈴木保良，竹林庄太郎，深見義一，柳川昇の諸博士が商業学の発展に貢献
し，現在の現役の諸学者に引き継がれているのである（以上，諸学者の順序は不同である）。
　（2）商業学の伝統的概念の成立一増地庸治郎博士の所論を中心として
　前記の先覚的諸学者によって，わが国の伝統的な商業学の概念が成立したのであるが，そのア
ウトラインを増地庸治郎博士の所論を借りて要約すると次の通りである。
　増地博士は，商業学の本質を考察する場合，広狭2っの概念でみる必要があるとする。
｛1）増地庸治郎・古川栄一共著『新訂・商業通論』（昭和27年2月，千倉書房刊）p．　351．
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　A）狭義の商業
　狭義における商業は配給（marketing）である。配給とは物資を生産者から消費者にまで移動さ
せる経済活動である。生産と消費とが人を異にし，場所を異にし，時間を異にして行われ，かつ
数量上ならびに品質上の不適合があるから，これらの懸隔を克服して，人的・場所的・時間的・
数量的ならびに品質的に生産と消費とを適合させることが必要となり，これが配給であること。
このように配給（狭義の商業）は，生産と消費との連絡調和を図ることによって，財貨の効用を高
め，その価値を増大するから，商業もまた生産を行うものである。すなわち広義の生産には，農・
工業などの行なう狭義生産の外に，商業の行なう配給も包含される。このように増地博士は，r狭
義の商業＝配給』で，この商業は農工と併んで立派な生産活動であると説く。
　B）広義の商業
　増地博士は，広義の商業については，狭義の商業の場合のような厳密な概念規定はしていない。
狭義の生産者，消費者，その他の者の担当する配給機能が部分的であるのに対し，商業経営の担
当する配給機能は全面的で，この商業経営の行なう活動を学者はしばしば狭義の商業といい，こ
れに対して広義の商業を主張する，という表現で問題提起をしている。
　そして，実際上にも，社会通念の上からでも，商業が広い意味を有するものと解しても不当で
ない。たとえぽ，産業としての農工商を併称する揚合のごとき，あるいは国勢調査などにおける
産業分類および職業分類のごときがこれであり，また，学問の名称としての商業学，商学も通常
広い内容を有し，商業教育，商業高校という場合も同様である。具体的な広義商業として，銀行
業，信託業，鉄道業（あるいは自動車運送業などを合わせて陸運業），海運業，航空業，倉庫業，取引
所業，保険業などを含むのが普通である，と述べられている。
　ただし，このような広義商業はそれに包含される各種の事業に共通である本質的特徴を見出す
ことはできず，従って本質を理論的に解明することができないから，どこまでも伝統的概念にす
　　　　　　　　　　（2）ぎないと論ぜられている。
　2．　商業学に関する諸学者の見解
　先駆的商業学者の後を受け，現在わが国で現役として活躍している商業学の研究者の見解につ
いて，以下その要点のみを摘記する。
　（1）荒川祐吉教授の見解
　荒川祐吉教授（神戸大学名誉教授）は，商学の認識対象は，財の社会的移動にかかわる人間の行
動である。その対象の拡がりは，財として認識される移動客体乃至対象のとらえ方によって規定
される，とし，商学の拡がりは，生産物，貨幣，用役，情報，更には地位，名声，それに個人的
感情にいたるまでを，財として包括することによって，極めて広汎に設定されている，として，
それこそ極めて広範な対象を想定している。
　しかし，伝統的には対象としてとりあげる財の範囲について，一定の歴史的に形成された限定
（2｝増地・古川共著，前掲書，pp．　2～26．
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があるとし，具体的には，商学は，伝統的には，生産物，貨幣及びこれらの移動に付随する諸用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③役の社会的移動に焦点をしぼってその認識を構成してきたと述べている。
　さらに荒川教授は別のところで，資本主義の独占段階である現段階では，商業学はそれ自体の
固有の研究対象である「商業」のみの探究にとどまることはできない。「商業」は「配給」と不
可分に交錯連環し全体として統合的な「商品流通」を形成しているからである。この意味ではそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）れは一種の「流通論」への変貌を余儀なくされている，といって，r商業学→流通論』の変化を
肯定したものとみてよい。
　（2）原田俊夫教授の見解
　原田俊夫教授（早稲田大学）は，商業学の基本的性格は，商業に携わる関係者が，経済的隔離を
除去する専業者として，マーケティソグに関する諸機能をシステマティカリーに統制・管理しな
がらも，前述の志向性をいかに巧みにミックス・アップするかを総合的に究明し，企業自体の維
持と発展に有効な技法が，更に一歩進めて，顧客や消費者に満足を与え，ひいては社会の前進と
向上にも貢献できるようにするにはどうしたらよいかを研究する社会科学の一分野で，流通活動
を司る企業経営のあり方を研究する局面と，マーケティングの持つ架橋機能を通じ，経済活動全
体と社会全般に活力と進展を与える立場からの研究との統合したものであると論じている。
　そして，商業は，単に有体動産としての商品の市場にだけでなく，サービスや権利の市場にも，
金融とか証券の市場にも，あるいは，不動産市場にも及び，しかも，商品売買業者が専門の運送
業や倉庫業を利用して配送や保管を行う場合もあるし，各種の金融機関を活用して，資金の調達・
預け入れなどをするし，相場変動に対応して取引所を利用し，危険対応策として保険に加入する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）かと思うと，これらの各業者が商品売買業者から必要商品を購入したりする，と述べている。
　（3）田島義博教授の見解
　田島義博教授（学習院大学）は，まず，商業の基本は売買業で，これによって商品の社会的流通
も，経済の循環も可能になるが，広告代理業，運送業，倉庫業，銀行業，保険業などがこれを補
助していると考えるのが通説である。これら純粋商業に対する補助商業を総合して，広義の商業
とよんでいる。補助商業はそれぞれ固有の体系をもち，学問としては倉庫論，銀行論，保険論な
どが成立している，としている。
　広義商業について，田島教授は他の学者と若干異なるニュアンスのアプローチをし，商業を形
式的把握と実質的把握の2つの面で捉える。前者の形式的把握とは，商法における規定に従い，
「商行為」を営む者が商人で，絶対的商行為たると営業的商行為であるとを問わない。このよう
な形式的把握によると，対象範囲は商業学で伝統的に取上げてきた範囲より非常に広くなり，ク
リーニング店や電力会社，ガス会社なども広義商業に含まれることになり，それは別の見方をす
ると，産業分類において，二次産業の一部と三次産業のほとんどすべてを含む，と述べている。
（3）荒川祐吉著『商学原理』（昭和58年7月，中央経済社刊）pp．177－－178．
（4）久保村隆祐・荒川祐吉編『商業辞典』（昭和62年4月，改訂増補3版，同文舘出版刊）p．129．
（5）久保村隆祐・原田俊夫編『商業学を学ぶ』（昭和59年2月，第2版，有斐閣刊）pp．6－13．
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　次に，実質的把握では，狭義商業である売買業に．対する機能的関連で広義商業の範囲を画する
通説に対し，福田敬太郎の取引企業説（商行為を目的とする商人の営業をもって商業とする説）は，通
説より商業の範囲を広くとるだけでなく，いわゆる広義商業に従属的地位を与えず，独立的地位
を与えている点に特色がある。つまり，たとえば銀行・保険業は取引客体が売買業と違うだけで，
売買業への補助ということにその本質があるのではないという主張である。
　田島教授はlsこの福田説をふまえ，狭義・広義を問わず，商業をいかに定義するかという時，
商行為を目的とする商人の営業を商業とすれば，取引客体の違いが業種の違いをもたらすのみで，
狭義・広義という区別すら意味がなくなる。商業をそのように広くとらえれば，それをいわば横
とし，今度は縦の関係で商品流通をとらえることの意味もでてくる。横と縦が交る部分が通説で
　　　　　　　　（6）いう狭義商業になる，という形で問題提起しているのは興味がある。
　3．　「商学」と「商業学」との関連
　ところで，商学と商業学との関連はどのように理解すべきであろうかという問題がある。狭義
の商業を研究対象とするの示「商業学」で，広義の商業を研究対象とするのが「商学」だという
のは，あまりにも安易な考えにすぎるようである。
　この問題について，かかる用語の分析・研究において造詣の深い土屋好重教授（元愛知学院大
学）は，次のような示唆の深い論を展開している。すなわち，商業関係のtrade，　commerce，
businessの3つの用語は，相互に関連をもつものであって，　tradeはそのもっとも根底的なもの
と解される。そして，tradeを狭義の商業と解し，　commerceを広義の商業と解き，　businessを最
広義の商業と解することが可能である。あるいは，tradeを商業と理解し，　commerceを商務，そ
してbusinessを商売または営業と理解することも適切な方法といえる。かくして商業学の研究対
象がtradeに当たるならぽ，商学の研究対象がcommerceであるとされ，商売学あるいは営業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦または営業体学の研究対象がbusinessであるとみることができるであろう，と述ぺられている。
　これによると，商学は商業学より広い領域の学問ということになる。この土屋教授の捉え方は，
筆者も原則的ぴこは賛成である。しかし，現実には「商学」と「商業学」との間には，それほど厳
密な区別がなされていないので，本論でも，「商業（商業学）」といった表現を用いているので，
筆者自身も，いまこの両者を明確に使い分けする実益は乏しいと考えざるを得ない。
皿　商学の体系と領域
　1．商学の体系
　前にも述べたように，筆者は商学と商業学の間に厳密な区別をすることなく，ほとんど同義語
で用いている。そこで以下の本稿では，商（商業）学とか，商学または商業学といった表現は省
略して，「商学」VC－・本化することにする。
（6）久保村・原田編，前掲書，pp．110－112．
（7）日本商業学会編『流通近代化と商業学の本質』（昭和46年5月，同文舘出版刊）p．174．
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　（1）商学のポジショソ
　商学は，「広域・経済学」に
所属し，商業を研究対象とする
学問である。商業が何であるか
は次項で述べる。図一1は，「教育面からの」という限定鮒し　　轡
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　広域経済学とは，社会科学の
中で，法学，社会学などと並ん　　　　　報
での経済学という意味で，日本　　　難羅難1
　　　　　　　　　　　　　　　　サービス論
学術会議の第3部にほぼ一致す
る。従って「経済学グループ」　　商業史
と解してよい。この広域経済学
図一1教育面からの商学の体系とポジション
　　　　　経済学（広域）
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1マーケティング論1
　マーケティング管理論1
の中に，経済学（狭域），経営学，会計学と並んで商学が位置する。あたかも，広域法学の中に憲
法，行政法，民法，商法などがあるのと同様である。
　（2）商学の体系
　商学の概念については，筆者は基本的には伝統的な通説を尊重することがよいと思う。商学は，
商業を研究対象とする学問であるが，対象とする商業は広狭2義に解する。狭義の商業は「売買
業」という名称で要約されることもあるが，正確には，生産者から消費者への商品とこれに伴う
サービスの流れ，およびこの流れを生産的たらしめるための一連の価値増殖過程に関する研究で
ある。一連の価値増殖過程とは，前節の先覚的諸学者の所論にもみられるように，生産者と消費
者との問の人的・場所的・時間的・数量的・品質的な懸隔を除去するための配給又は流通機能で
ある。
　これに対し，広義の商業は，狭義の商業に必要とする用役を提供してこれを助成し，補佐する
一群の商業で，銀行業，保険業，証券業，交通・運輸業，サービス業などである。
　狭義の商学は，図一1でもみられるように，学科としては中核学科，すなわち商学のコアーとな
る学問として商学総論（または商業学総論），マーケティソグ論，商業経営論がある。マーケティ
ソグ論は，流通論とマーケティング管理論を合わせたものとして成立し，次節で詳述するがマク
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ロとミクロのマーケティングと考えてよい。この狭義の商学は「流通論」と非常に接近するが，
荒川教授のように「狭義の商業学＝流通論」という考え方はとらない。なぜならば，商業経営論
がこの中に含まれるからである。
　今日，わが国における学会も，商学の分野でも専門的に分化し，保険学会，貿易学会，交通学
会，証券学会，商品学会，広告学会などがあり，商学の中核学科を包摂する学会が日本商業学会
である。
　2．商学の領域
　商学の領域については，既に前項の体系の中でもふれたところであるが，やや視角を変えてそ
の領域をみると，図一2に示すごとくである。
　狭義の商学は，図の中で生産老→卸売業→小売業→消費者における商品・サービス・情報の流
れと，逆方向の代価と情報の流れで示されているところ，つまり要約すれば流通についての研究
である。もう一つの広義の商学は，図の楕円形で示す生産者・貿易・金融・保険・証券・消費老・
運輸物流・サービス・通信情報・エネルギーを結ぶ境界線（一・一・一）の内側を領域とする学問
である。それは，要約すれぽr市場』といってよい。
　広義商業を構成する貿易・金融その他から発している図で示す矢印は，それぞれが提供する用
役とベネフィットの方向を示す。この提供は，狭i義の商業に対して提供がなされると同時に，直
接に生産者や消費者に対しても提供がなされる。
　商学の領域に包含される生産者と消費者については，生産者の図で示されている右側の3分の
図一2　商学の領域とポジション
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（注）助成機能には図で示すもののほか，建設・不動産・広告などがある。
　　一一一一ば，学問の境界線。
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1は『マーケティング』であり，消費者の左側の3分の1はr消費者行動』であると理解する。
そうすると，生産者の左側3分の2は経営学の領域に，そして消費者の右側3分の2は消費経済
学（ないし家政学）の領域に属する。もちろん，経営学は生産者だけではなく，商学の領域にある
卸・小売業はじめ，銀行・保険その他の企業のマネジメソトについては，その領域に入る。
　3．経営学とマーケティンゲ管理論・商業経営論との関連
　ここで，経営学とマーケティング管理論および商業経営論との関連についてふれておく必要が
ある。巷間，経営学の成立と発展に伴って，商業学は，マクロの部面は経済学に，ミクロの部面
は経営学に吸取され，空中分解して解体したという見解もある。しかし，筆者はそのような考え
方はとらない。マーケティング論が商学の中に中枢学科として位置づけされることは既に述ぺた
通りである。ところが，そのマーケティソグ論の中のミクロ・マーケティングであるマーケティ
ソグ管理論は，企業（広くは組織体）の対市場活動とされる。日本の企業での概念では，それは
r営業活動』なのである。そうだとすれぽ，営業活動は，他の一連の経営活動，つまり製造活動，
財務活動，人事・労務活動とならぶ。そしてその管理，つまりマーケティング管理は，生産管理，
財務管理，労務管理などと同列に置かれた経営管理の中の部門管理であるから，それは当然に
「経営学」の領域の学問ではないか，という問題が提起されるであろう。同じことは商業経営論
についてもいえるのである。
　ことに，経営学での重要な研究課題である経営戦略論をとってみても，経営戦略の中心的課題
はマーケティソグ戦略なのである。従って，マーケティソグ戦略を取り除いた経営戦略なんかは
抜け殻のようなものである。こう見てくると，マーケティソグ管理論は，商学の領域ではなくて
経営学の領域ではないかという議論が出てきそうである。それはそれで，ムキになって否定する
必要はない。
　しかしながら，にもかかわらずマーケティング管理論および商業経営論は，商学の領域に位置
する。その理由は必らずしも確たる科学的根拠があるわけではないが，第1に，マーケティング
管理論は，マクP・マーケティングである流通論と密接・不可分のかかわり合いで研究が進めら
れること，第2に，学問分野での取り扱いにおいても，マーケティング管理論・商業経営論はき
わめてナチュラルに，そしてなんの摩擦もなく商学の分野で発展してきたこと，そして第3に，
学会でも，マーケティング管理論・商業経営論は日本商業学会がメインの学会であるという認識
が確立しているのである。だから，この問題は，官庁の縄張り争いのような次元の低い考え方は
とらないほうがよい。
皿　2つのマーケティンゲ論
1．マーケティンゲとは何か
本稿では，狭義商学であり，商学の中枢学科として位置づけているのがマーケティングである
から，ここで，改めてマーケティングとは何かについて述べておきたい。マーケティングは，
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『MARKET－ING』と2つに分けれぽ，〈市場→動詞化〉ということで，つまり市場を対象とし，
企業（広くは組織体）の対市場活動で，動態的に変化していく市場に対し企業が創造的に適応して
いく活動であることが理解できる。
　はじめに，マーケティングが対象とする市場とは何かを明らかにする必要がある。その概要は
図一3に示すごとくである。市場の中心をなす商品市場の中で展開されるマーケティングは，プロ
ダクションとは区別して理解する必要がある。さらに，このようなマーケティングは，商品・サ
ービスの生産者（M－Manufacturer）から卸売業者（W－Wholesaler），小売業者（R－Retailer）を経
て最終の消費者（C－Consumer）へ流れていくが，その流れを全体として捉える流通としてみて
いく研究（マク・・マーケティング）と，もう一つは，個々の企業が展開する対市場活動という面
の研究（ミクロ・マーヶティング）の双方があることがおかる。
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　2．　マーケティンゲが対象とする市場
　マーケティングは市場を対象とするが，その市場は，広義の商学が対象とする全体市場として
みなけれぽならない。全体市場の中心は，狭義の商学が対象とする商品市場であるが，この商品
市場を取りまいて，かつ，商品市場に種々のサービスや便益を提供する市場がある。金融市場，
保険市場，証券市場，運輸市場，通信市場，エネルギー市場，サービス市場などである。これら
の市場は，前にも述ぺたように商品市場ヘサービスを提供すると同時に，直接に消費者やユーザ
ーに対してもサービスを提供している。
　市場は資本主義社会にも社会主義社会にもあるが，われわれは主として資本主義社会における
市場，すなわち資本主義市場を閲題とする。このような資本主義市場の特徴はおよそ3つあり，
自由競争，利潤追求，資本の論理である。
　（1）自由競争
　資本主義市場では原則として自由競争が行われる。競争を制限することはr経済悪』とみなさ
れ，独占禁止法によって規制されている。だからといって無欄限な自由競争が許されているわけ
ではない。消費者の利益の擁護，流通や市場秩序の維持のためには，最小限の自由を制限する法
的措置がとられることはやむを得ない。
　（2）利潤追求
　資本主義市場は，企業による利潤追求の場であるといってもよい。企業は利潤追求のためにそ
れぞれ創意工夫をこらし，競争しながら市場の拡大を図っていく。けれども，自由競争の場合と
同様に，無制限ないわゆる『極大利潤の追求』が社会的批判のマトになり，このような批判をも
のともせずに極大利潤を追求することが，長期的にはかえって企業の長期安定利潤の追求を阻害
することがわかってくると，企業自身も，極大利潤よりもむしろr適正利潤』を目標とするよう
に変わってきたのである。
　（3）資本の論理
　資本の論理とは，ここでは「資本は利潤極大化をめざして行動する」という論理と割り切って
考えることにする。そのような論理がよいとか悪いとかという是非善悪の問題ではない。本来，
資本というものはそういう特性を持っているものだということである。個人の百万円そこそこの
ささやかな資本（個人の貯蓄）でさえも，すこしでも利殖の有利な方へ運用するのである。従って
市場では，資本はより利潤率の高い企業へ，さらにはより利潤率の高い産業へと流れていくので
ある。
　3．マーケティングの2つの側面一マクロとミクロ
　これまでにも度々ふれたように，マーケティングは，市場ならびに企業の対市場活動を対象と
して研究する学問であるが，そのアプローチは2つの側面，すなわち，マクロとミクPがある。
　全体市場の中心である商品市場は，さらにプロダクショソの領域と，マーケティングの領域と
に分かれる（図一3参照）。プPダクション（Producti・n）の領域とは，主として第1次，第2次産業
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における生産，製造活動であるが，これはマーケティングの対象とはならない。経営学の分野で
は，生産管理として研究される。そして，もう一つのマーケティソグの領域が，マーケティング
論の対象となる。
　このマーケティングの領域は，一般的には生産者0のから卸売業者（W），小売業者（R）を
通って最終の消費者（C）への，商品とこれに伴うサービスが流れていく過程である。この商品・
サービスの流れを，全体経済的に把握して，『流れ』として研究していく態度がマクロ・マーケ
ティングであり，一般に流通論と称せられる。
　マクロ・マーケティングが対象とする市場は，一応，商品市場にしぼられる。もっとも，金融，
保険，証券その他の市場にもマクロ・マーケティングはあるが，しかし，これらは金融論，保険
論，証券論といったように，学問的にも専門的に分化しているので，マーケティングとしては商
品市場に限定されていると解してよい。
　（1）マクロ・マーケティング
　A）マクP・マーケティソグの意義
　マクロ・マーケティングの定義については，はじめに代表的なアメリカのマーケティング学者
のそれを掲げよう。コトラー博士（Philip　Kotler）は，マーケティングについて，「マーケティン
グとは，個人やグループが，それによって製品や価値の創造と他人との交換を通じて彼らのニー一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）ズや欲求を獲得するという一つの社会的プロセスである。」とのべている。また，マッカーシー
博士（E．Jerome　McCarthy）｝ま，マーケティングをマクロとミクロの2つに分けて考える代表的
な学者であるが，マクロ・マーケティングについて，「マクロ・マーケティングとは，需要・供
給が適合し，社会目的が達成される方法で，生産者から消費者への商品・サービスの経済的流れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）に向けられる一つの社会的プnセスである。」と述べている。
　以上のほか，内外の学者によってさまざまな定義がなされているが，これらについては省略し，
以下，筆者の定義を述ぺよう。すなわち，マクロ・レペルのマーケティングは，商品及びサービ
スの生産者から消費者への移転にかかわるメカニズムならびに機能を，社会・経済的のみならず，
生態的にも把握し，人間福祉への最大の貢献を主軸として，その公正性，正当性及び効率性の向
上をめざすプPセスである。
　この定義を分解し，若干のコメントを付して説明すると次のごとくである。
　①商品及びサービス
　ここで，サービスについては狭義のサービスのみならず，金融保険，運輸といったサービス
もふくむ。ただし，商学の中でのマーケテaング論のところで述べたように，研究の対象として
は主として商品市場における商品とこれに伴うサービス並びに狭義のサービスに限定される。
　②生産者から消費者への移転
　移転という用語を「流れ一Flow」という言葉にかえてもよい。ただし，この場合，同じFlow
（8｝Philip　Kotler，“ルfarketing　Management”，　Fifth　Ed．（1984），　P．4．
（9）EJ　McCarthy＆W・D・Perreault，“Basic　Marketing，”Ninth　Ed．（1987），　P．　10．
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でも，「流れ」であって，ミクロ・マーケティングの場合の「流す」と区別する。
　③メカニズムならびに機能
　メカニズムは一般的には流通機構とか流通構造といわれるハードなものであるのに対し，機能
はマクロ的な流通機能で，ソフト的なもので，この双方を捉える必要がある。
　④　社会・経済・生態的な把握
　ミクロ・マーケティングではマネジリアル，つまり経営的に捉えられるのに対し，マクロ・マ
ーケティングでは全体社会，全体経済，そして生態的に把握される。
　⑤人間福祉への最大の貢献を主軸とする
　経済の健全な発展とか，産業の振興とか，消費者の利益といったものも，もとより目標にはち
がいないが，これらよりも優先する本源的なものとしての人間福祉を考えねぽならない。
　⑥公正性，正当性，効率性の向上
　公正性（Fairness）と正当性（Justice）との間には，概念上の多少のオーバーラップがある。し
かし，正当性には倫理的価値判断が入ってくるので，別個のメルクマールとした。
　B）マクロ・マーケティングの内容と課題
　マクロ・マーケティングの内容と課題としては次のようなものがある。
　①市場の現状ならびに動向に関する非主体的分析
　主として商品市場を対象とし，その現状ならびに動向についての分析である。ここに，非主体
的分析というのは，ミクP・マーケティングの場合の分析は，企業が意思決定を行うために企業
が主体的に行う分析であるのに対し，マクロ・マーケティングでは分析の主体というものはない。
例えば，大規模小売業発展の動向分析とか，ダイレクト・マーケティソグの現状と動向分析など
である。
　②ミクロ・マーケティングのイソパクト分析とアセスメント
　企業のマーケティング活動（ミクロ・マーヶティソグ）が経済・社会・人間・環境などへ与える
イソパクトの分析と，これに対する適切なアセスメントが要請せられる。この部面で，公正性，
正当性，効率性の概念と尺度が登場してくるであろう。
　③マーケティングに関するルールの設定，政府の流通政策などの問題
　取引条件適性化指針の策定とか，広告に関する倫理綱領その他のルールの設定や，通産省その
他の流通関連の官公庁が実施する流通政策などである。
　（2）　ミクロ。マーケティング
　A）ミクロ・マーケティソグの意義
　はじめに，マクP・マーケティングのところで述べたと同様に，アメリカの2人の学者による
定義を掲げる。まず，コトラー博士はミクロ・マーケティングであるマーケティソグ・マネジメ
ソトについて次のように定義している。すなわち，マーケティング・マネジメントとは，組織目
的を達成するために，標的市場に対し有利な交換および関係を創設し，維持する目的で設計され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩たプログラムの分析，計画，実施，統制の活動である。また，マッカーシー博士は，ミクロ・マ
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一ケティングとは，顧客や依頼者のニー一ズを予期し，そのニーズを満足させる商品やサービスを，
生産者から顧客または依頼者へ流していくことによって組織の目的を達成しようとする活動の遂
　　　qD行である。
　筆者は次のように定義している。すなわち，ミクロ・レベルのマーケティングは，マーケティ
ング・コンセプトを基盤とし，商品ならびにサービスを生産者から消費者またはユーザーへ移転
させることにかかわる，組織体のあらゆる対市場活動のセットである。
　以下，これを分解して若干のコメンFを付しておく。
　①マーケティング・コンセプトを基盤とする。
　組織の対市場活動に，明確な理念がなくてはならない。マーケティング・コンセプトとは，組
織の対市場活動の計画，実践における基本的思考であって，それは長期的な社会福祉への貢献に
基盤を置き，顧客の利益と組織の利益を調和・両立させることを目標とする。
　②商品ならびにサービスを，生産者から消費者またはユーザーへ移転させる。
　この場合，マクロ・マーケティングでは，サービスについては主として商品市場でのサービス
に限定するとしたが，ミクロ・マーケティングではこのような限定はしない。従って，サー一ビス
は最も広い概念において捉える。
　B）ミクロ・マーケティングの対象範囲
　この観点から，ミクロ・マーケティングは次のような範囲に広がる。
　①製造業のマーケティング
　②　流通業のマーケティング
　　a．卸売業マーケティング
　　b．小売業マーケティソグ
③サービス業のマーケティング
　　a．銀行マーケティング
　　b．保険業マー・一ケティング
　　c．運輸業マーケティング
　　d．通信業マーケティング
　　e．観光業マーケティング
　　f．狭義サービス業マーケティング（飲食店，クリーニング店，等）
　　9．専門的サービス業マーケティング（弁護士，会計事務所，等）
　　h．その他のサービス業マーケティング
④一次産業のマーケティング
　　a．農i業マーケティング
　　b．水産業マーケティング
⑩　Philip　Kotler，　ibid．，　p．14．
⑪　EエMcCarthy，　iう混，　p＆
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　　e．畜産業マーケティング
　　d．その他の一次産業マーケティング
　⑤協同組合のマーケティング（農協生協等）
　⑥企業以外の組織体のマーケティング
　なお，ミクロ・マーケティングとしてのマーケティソグ管理の体系については，紙幅の都合で
　　　　　　　　　　　aお割愛するので，筆者の別稿を参照していただきたい。
N　大学における商学教育
　1．　大単商学部における商学教育
　本節では，大学商学部（経営学部商学科をも含む）における商学教育について述べるが，いわゆ
る教養課程における一般教育，語学についてはふれず，専門教育科目についてのみ検討すること
にしたい。
　前に掲げた図一1「教育面からの商学の体系とポジション」の上段枠は，大学商学部における商
学教育の位置づけとみてよい。専門科目の中核は商学であり，その両翼として会計学と経営学が
ある。尾崎朔教授はこの問題に関し，「大多数の大学商学部では，いわぽ狭義の商学のほかに，
経営学及び会計学関係の諸科目を含むカリキュラム構成になっており，われわれはこれを『広義
の商学』概念によるものと解釈する（筆者注：学問としての広義の商学ではなくて，教育面の広義と商
学と解する）。……カリキュラムとしては，商学部・商学科の教育目標が，とくに経済学部・経済
学科のそれとの対比において，どちらかといえぽ個別企業の経営者や実務従事者の養成に主眼を
置いていることからみて，それなりに合理的な存立根拠をもち，かつ有意義な解釈の立場である
　　　㈱といえる」，と述べられているが，おむむね妥当な見解であろうと思う。
　また，本稿皿の1．「商学の体系」のところでも述べたように，商学教育の面でも，商学は広
域経済学の中に，会計学・経営学・狭域経済学と並んで位置するのであって，商学のグルンドに
経済学（狭域）があるという考え方はあってはならないと思うのである。
　大学商学部が，経済学部や経営学部との対比において，その独自性を発揮するためには，その
基本において，商学部としてのオーソドックスな姿勢を崩すことなく革新を実現していくことで
ある。その内容は次のようなものであろう。
　（1）専門科目において，商学を中核とし，会計学，経営学を両翼とする構成を強化する。
　（2）中心となる商学の内容（ヵリキュラム）を環境・情勢の変化に対応させ，かつ社会の新し
　　いニーズに応えてリフレッシュする。
　（3）とくに，国際化・情報化のトレソドに対し，遅れをとらないで前向きに対処する。
　（4）実習，ケース・スタディを増強するとともに，すぐれた実務家による講座を導入する。
　⑤　適切なコース制の導入を検討する。
働　三上富三郎編箸r新版・マーケティソグ入門』第1章，実教出版株式会社近刊。
⑬　尾崎　朔「商学原理序説続論」，明治学院論叢　第385号（1985年12月），p．29．
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（大学商学部のみ）
??
A
B
1 ① 現状の設置科目
?
② 将来の科目溝成
科　　　目　　　名
?????????? ??????????必率??必択CのI艶
商学総論（商学概論）　　　　1 15121312 190，gil161314 169．6182．6
マ＿ケテ、ング論　　　1 51glgi1 ｝95，8il131gl1 156．5195．7
流通論　　　　　　1 11517 ho156．5
?
6 11512126．1191．3
商難営論　　　　　1 1 14i5 110150．0
?
3 h514113．6181．8
マ＿ケテ，ソグマネジメント詞 1 1215 h3138．1? 2 i1515lg．1i77．3
賜論　　　　　　1 4i81gl2191．3
?
7 116lol30．41100．0
貿易経営論　　　　　1 olol7 ll2136．8
?
1 h71514．3178．3
国際マーケテ、ソグ論　　1 0 ［3i4 114133．3
?
4 11712117．4191．3
広告論　　　　　　1 ol511018i65．2
?
11201114．5195．4
販売管理論　　　　　1 ol315 112140，oIi0 114lgl0 160．9
マーケテ，ソグリサーチ論　i ol416111147．6
??
ol211ol0 1100．0
流通システム論　　　　1 0 lol1 h715．6
?
11181414．3182．6
商品学　　　　　　1 ol411414181．8
?
2 h51519．1177．3
金融論　　　　　　1 3 18t1310 1100．0
｝?
81151ol34．8hOO．0
交通論　　　　　　1 ol1011311195．8
?
411811117．4195．7
保険論　　　　　　1 11611312190．9
?
41lglol17．4i100．0
銀行論　　　　　　1 ol31gI10｝54．5
?
oI1gl41ol82．6
証券論　　　　　　1 ol7i1114i81．8
【?
311gi1113．ol95．7
外国鰭論　　　　　1 olol6111135．3
?
21211oI8．71100．0
陸運論　　　　　　i oIol111715．6
【?
111011014．8152．4
海運論　　　　　　1 oloI6114130．0
?
ol111101ol52．4
空運論 0 lol2116111．1
?
ol10111iol47．6
倉庫港湾論　　　　　1 oloi2116111．1
?
11gl1114．8147．6
生命保険論　　　　　1 olol4114122．2
?
ol16161oi72．7
損害保険論　　　　　1 olol7112i36．8
?
111714［ 45181．8
海上保険論　　　　　1 oloI5 14126．31ol13｝ 81ol61．9
商業数学　　　　　　1 1［ ol6112133．3
?
ol121101oi54．5
商業史（流通史）　　　　　　1 41716i5177．3
?
411612 118．2190．9
商業政策（流通政策） 7151217166．7
??
511314 122．7181．8
貿易政策　　　　　　1 ol112115116．7
?
1116i514．5177．3
中小商業論 ol41loI7166．7
?
ol17 51ol77．3
（注・比率の欄は筆者の算定による）
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　2．中核となる商学のカリキュラム
　中核となる商学のカリキュラムについては，昭和62年度に実施された日本学術会議による「商
　　　　　　　　uo学教育に関する調査」が大変参考になるので，まずそのアウトラインについて述べる。
　この調査は，①商学分野のカリキュラムの変更について一変更の有無時期，内容，理由，
変更の組織など，②文部省の大学設置基準について一カリキュラムの現状，大学設置基準の適
否，不適当な理由，改善すべき科目，③商学教育について一将来の科目構成新設すべき科目，
教授方法など，の3つの内容について回答が求められている。
　これらのうち，ここでは，文部省の大学設置基準についてのカリキュラムの現状（別表で示す
①）と，同設置基準の科目についての将来へ向けての考え方としての必修・選択・廃止について
の回答（別表で示す②）について，一覧表としてまとめた。分類のAは，ほぼ狭義の商学，Bは広
義の商学に属するものとみてよい。
　まず，現状の設置科目で設置比率75％以上のものは，Aグループでは商学総論，マー一・一ケティン
グ論，貿易論，商品学であり，Bグループでは金融論，交通論，保険論，証券論商業史である。
　将来の科目構成で，必修の比率で50％以上のものはAグループの商学総論とマーケティソグ論
の2つだけであるが，必修と選択を合わせた比率で75％以上を占めるのは，Aグループでは，商
学総論，マーケティソグ論，流通論，商業経営諭，マーケティソグ・マネジメント論，貿易論，
貿易経営論，国際マーケティング論，広告論，マーケティングリサーチ論，流通システム論，商
品学とほとんどの科目が該当する。Bグループの科目では，金融論，交通論，保険論，銀行論，
証券論，外国為替論，損害保険論で，A，　B以外の科目としては商業史，商業政策，貿易政策が
該当する。逆に，「廃止」と答えたウェイトが比較的高い科目は，陸運論，海運論空運論，倉
庫港湾論，海上保険論，商業数学である。
　次に，「新設すべき科目」としては，「情報」，「国際」，「消費者」に関するものが三本の柱とな
っており，「情報」については，マーケティング情報システム論，情報流通システム論，情報論
情報処理論，情報数学があげられ，「国際」については，国際マーケティング論，国際流通論，
国際経営論，世界市場論，比較市場論，国際商品論があげられ，さらに「消費者」については，
消費者行動論，消費科学，家庭経営学があげられている。
　以上の日本学術会議の調査結果については，さらに検討を要する面もあるが，それはここでは
紙幅の余裕がないので省略する。しかし，大筋において，この調査結果はほぼ適正な考え方が反
映されているものと思うし，また，本稿で述べてきた商学の体系の面からしても妥当なものと考
えられる。
αの本調査の概要は次の通りである。
①　調査実施主体
②　調査対象
③　調査方法
④　回収状況
日本学術会議商学研究連絡委員会
商学部，経営学部，商学科・経営学科を有するその他の学部合わせて143学部
質問紙による郵送調査
配布数143，回収数94，有効回答数91，有効回答率63．　6％，有効回答内訳
一商学部24，経営学部18，経済学部37，その他12
